
　２　普通会計歳入歳出決算の状況

第10表　歳入決算の状況（普通会計）
（単位：千円）

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

市　　　　　税 24,518,719 37.7% 24,104,054 36.2% 414,665 1.7%

地 方 譲 与 税 519,324 0.8% 504,674 0.8% 14,650 2.9%

利 子 割 交 付 金 59,940 0.1% 60,516 0.1% △576 △1.0%

配 当 割 交 付 金 85,188 0.1% 111,300 0.2% △26,112 △23.5%

株式等譲渡所得割交付金 77,321 0.1% 118,282 0.2% △40,961 △34.6%

地方消費税交付金 3,023,475 4.7% 2,896,910 4.4% 126,565 4.4%

ゴルフ場利用税交付金 15,082 0.0% 15,180 0.0% △98 △0.6%

自動車取得税交付金 137,741 0.2% 127,739 0.2% 10,002 7.8%

地方特例交付金 96,598 0.2% 84,322 0.1% 12,276 14.6%

地 方 交 付 税 8,594,180 13.2% 8,952,573 13.4% △358,393 △4.0%

交通安全対策特別交付金 19,267 0.0% 21,281 0.0% △2,014 △9.5%

分担金及び負担金 869,763 1.3% 857,257 1.3% 12,506 1.5%

使用料及び手数料 1,750,100 2.7% 1,831,323 2.7% △81,223 △4.4%

国 庫 支 出 金 10,466,816 16.1% 11,226,206 16.8% △759,390 △6.8%

県  支  出  金 4,467,107 6.9% 4,592,191 6.9% △125,084 △2.7%

財  産  収  入 265,131 0.4% 416,247 0.6% △151,116 △36.3%

寄    附　　金 75,277 0.1% 78,423 0.1% △3,146 △4.0%

繰    入    金 1,755,409 2.7% 1,875,849 2.8% △120,440 △6.4%

繰    越    金 1,478,085 2.3% 1,542,016 2.3% △63,931 △4.1%

諸    収    入 1,640,272 2.5% 1,803,251 2.7% △162,979 △9.0%

市          債 5,148,400 7.9% 5,462,000 8.2% △313,600 △5.7%

計 65,063,195 100.0% 66,681,594 100.0% △1,618,399 △2.4%

増 減 率歳  入  科  目
平 成  30  年  度 平 成  29  年  度

増 減 額

平成３０年度の普通会計歳入決算の状況は、第１０表のとおりで、それぞれの歳入科目の増減の

内容は、一般会計とほぼ同様です。

性質別歳出決算の状況は、第11表のとおりで、義務的経費では、人件費が、退職手当の増等に

より前年度に比べ３．９％の増加、扶助費が、臨時福祉給付金等事業経費の皆減等により０．９％

の減少、公債費が１０．６％の減少となり、全体で１．８％の減少となっています。

投資的経費については、普通建設事業費の補助事業費が見初団地建替事業費やときわ公園整

備事業費の減等により２８．５％減少したことから、単独事業費は本庁舎建設事業費や恩田運動公

園スポーツパーク整備事業費の増等により６．３％増加したものの、全体で１１．９％の減少となって

います。

また、その他の経費については、物件費が、オープンイノベーションセンター運営委託料の皆増

等により２．１％の増加、維持補修費が、ごみ焼却施設機械修繕料の増等により２３．７％の増加と

なったものの、積立金が、減債基金積立金の減等により３１．２％減少したことなどから、全体で

１．５％の減少となっています。

なお、歳出性質別の構成比の推移は第３図のとおりです。
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第11表　性質別歳出決算の状況（普通会計） （単位：千円）

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

１人件費 9,074,010 14.3% 8,736,243 13.4% 337,767 3.9%

２扶助費 17,744,462 28.0% 17,899,512 27.4% △155,050 △0.9%

３公債費 6,769,004 10.7% 7,569,266 11.6% △800,262 △10.6%

小計（義務的経費） 33,587,476 52.9% 34,205,021 52.5% △617,545 △1.8%

４普通建設事業費 5,596,572 8.8% 6,353,299 9.7% △756,727 △11.9%

 (1)補助 2,376,866 3.7% 3,323,949 5.1% △947,083 △28.5%

 (2)単独 3,219,706 5.1% 3,029,350 4.6% 190,356 6.3%

５災害復旧事業費 32,635 0.1% 39,805 0.1% △7,170 △18.0%

小計(投資的経費） 5,629,207 8.9% 6,393,104 9.8% △763,897 △11.9%

６物件費 6,992,506 11.0% 6,845,803 10.5% 146,703 2.1%

７維持補修費 655,707 1.0% 529,895 0.8% 125,812 23.7%

８補助費等 6,799,067 10.7% 6,828,571 10.5% △29,504 △0.4%

９積立金 1,429,035 2.3% 2,077,767 3.2% △648,732 △31.2%

10投資及び出資金

11貸付金 730,967 1.1% 770,850 1.2% △39,883 △5.2%

12繰出金 7,634,628 12.0% 7,552,498 11.6% 82,130 1.1%

小計（その他の経費） 24,241,910 38.2% 24,605,384 37.7% △363,474 △1.5%

計 63,458,593 100.0% 65,203,509 100.0% △1,744,916 △2.7%

第３図　歳出性質別の構成比（普通会計）

繰出金

その他

増 減 率区分
平  成  30  年  度 平  成  29  年  度

増 減 額

8.4% 6.1% 6.3% 5.2% 4.4%

10.4%
11.1% 11.6% 11.6% 12.0%

10.6% 10.8% 12.0%
10.5% 10.7%

9.1% 9.8%
10.4%

10.5% 11.0%

0.0% 0.0%
0.2%

0.1% 0.1%

9.7% 8.7% 6.2% 9.7% 8.8%

13.2% 13.4% 12.6% 11.6% 10.7%

24.9% 25.6% 27.4% 27.4% 28.0%

13.7% 14.4% 13.4% 13.4% 14.3%

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

そ
の
他
の
経
費

災害復旧

事業費

物件費

補助費等

その他

義
務
的
経
費

投
資
的

経
費

人件費

扶助費

公債費

繰出金

普通建設事業費

－25－


	表紙
	目次
	Ⅰ 平成３０年度一般会計の決算状況
	１ 決算規模及び決算収支
	２ 歳入
	３ 歳出
	４ 一般会計の市債残高

	Ⅱ 平成３０年度特別会計の決算状況
	Ⅲ 平成３０年度企業会計の決算状況
	１ 水道事業会計
	２ 下水道事業会計
	３ 交通事業会計

	Ⅳ 平成３０年度普通会計の決算状況
	１ 普通会計決算規模及び決算収支
	２ 普通会計歳入歳出決算の状況
	３ 普通会計の市債残高
	４ 財政構造（普通会計）

	Ⅴ 健全化判断比率及び公営企業の資金不足比率
	１ 健全化判断比率について
	２ 公営企業の資金不足比率について
	３ 健全化判断比率等の対象となる会計について

	Ⅵ 財務書類４表
	１ 財務書類４表について
	２ 一般会計等財務書類４表




